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２ 調査研究の推進等（基本法第２１条関係）
《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑴ 犯罪被害者の精神健康の状況とその
回復に関する研究
厚生労働省において、平成１７年度より厚生

労働科学研究で「犯罪被害者の精神健康の状
況とその回復に関する研究」を３年計画で
行っている。
平成１７年度、１８年度で、犯罪被害者の精神

状態についての実態とニーズ調査、心理的外
傷治療の調査、精神保健福祉センターなどの
職員が犯罪被害者に関わる場合のマニュアル
作りのための調査などを行った。
平成１９年度は、１７年度、１８年度の調査研究

の結果などを踏まえて、精神科医療機関にお
ける犯罪被害者治療を促進するための提言を
まとめた。２０年度には、「犯罪被害者等支援
のための地域精神保健福祉活動の手引」
（http://www.ncnp.go.jp/nimh/seijin/www/
pdf/shiryo_tebikizenbun.pdf）を作成し、精
神保健福祉センターに配布した。
平成２０年度より厚生労働科学研究で「大規

模災害や犯罪被害等による精神科疾患の実態
把握と介入手法の開発に関する研究」を３年
計画で行っているところであるが、平成２３年
度からは「大規模災害や犯罪被害等による精
神科疾患の実態把握と対応ガイドラインの作
成・評価に関する研究」を３年計画で実施し
ている。

⑵ 犯罪被害者等の状況把握等のための
継続的調査の実施
内閣府において、犯罪被害者等の置かれた

状況や当該状況の経過などを把握するため、
身体犯一般、交通事犯、性犯罪といった被害
類型別に、犯罪被害者等の置かれた状況など
に関する調査を平成１９年度から平成２１年度ま
で３年間継続して行った。

⑶ 女性に対する暴力による被害の実態
把握に関する調査
内閣府において、３年に１度を目途に配偶

者からの被害経験など男女間における暴力に
よる被害の実態把握に関する調査を行ってい
る。平成２０年度は、配偶者に該当しない交際
相手からの暴力も含む暴力の被害実態を把握
するための調査を実施し、平成２１年３月に内
閣府ホームページに調査結果を公表した（「女
性に対する暴力」に関する調査研究 http://
www. gender. go. jp / e-vaw / chousa / index.
html）。

⑷ 警察庁における犯罪被害の実態等に
ついての継続的調査研究
警察庁において、従来から、学識経験者や

実務家とも連携して、殺人、性犯罪などの被
害類型ごとに実態調査を行い、犯罪被害者等
への対応の在り方など、その後の被害者支援
の参考としている。

⑸ 法務省における「犯罪被害実態調査」
法務省において、国連が中心となって行う

「国際犯罪被害実態調査」に参加する形で平
成１２年から国内調査を４年ごとに実施してお
り、４回目となる調査を平成２４年初に行うべ
く、質問方法、質問項目などについて検討し
ている。同調査は、犯罪の実態をできる限り
正確に把握し、犯罪に遭いやすい要因（被害
者化要因）の分析等を行うなどを目的として
おり、その結果は広く関係機関に提供され、
犯罪被害者等に対する適切な支援策など被害
者関係施策について幅広く検討する際の基礎
資料として活用される予定である。

⑹ 脳死及び臓器移植に関する犯罪被害
者等への配慮
厚生労働省において、臓器提供者（交通事

故被害者を含む。）の家族（以下「ドナー家
族」という。）特有の心情を把握するため、
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平成１４年から「脳死下での臓器提供事例に係
る検証会議」の下に設置された「ドナー家族
の心情把握等作業班」を計１３回開催した。
同作業班においては、心情把握の方法など

について検討を行った上で、ドナー家族から
のヒアリングなどを通じてその心情把握を行
い、平成２０年に結果を報告書として取りまと
めたところであり、臓器移植コーディネート
業務の改善などに活用されている。

⑺ 警察における被害者支援に携わる職
員等への研修の充実
警察において、職員の犯罪被害者等への適

切な対応を確実にするため、各級警察学校、
職場での研修の充実を図っている。
具体的には、各級警察学校において、職員

の採用時や昇任時、専門分野への任用時に被
害者支援に係る教育を実施しているほか、被
害者支援担当者を対象として、被害者支援に
関する高度な知識、技能を修得させるための
専門教育を実施している。
また、警察署などの職場においては、警察

本部被害者支援担当課による巡回指導、部外
有識者を招請しての研修会や特別講義、個々
の具体的な支援要領についてのグループ討議
などの各種教育を行っている。

⑻ 犯罪等による被害を受けた児童の継
続的な支援を行う警察職員の技能取得
警察において、都道府県警察の少年サポー

トセンターなどに勤務する被害児童の継続的
な支援を行う少年補導職員などに対し、大学
教授やカウンセラーなどの専門家を講師とし
たカウンセリングの技法に関する講習（カウ
ンセリング技術専科など）を実施している。
また、大学の研究者、精神科医、臨床心理

士など部外の専門家を被害少年カウンセリン
グアドバイザーとして委嘱し、支援を担当す
る職員が専門的な助言を受けることができる
ようにしている。

⑼ 日本司法支援センターが蓄積した情
報やノウハウの提供
法テラスにおいて、平成１９年１月から、法

テラスのホームページにおいて、犯罪被害者
支援を行う関係機関・団体などの情報を提供
している（同ホームページ http://www.
houterasu.or.jp/トップページ右上にある「相
談窓口情報検索」）。また、同情報検索の方法
に関する説明も併せてホームページで公開
し、その利用を促している。さらに、犯罪被
害者等から関係機関・団体の窓口に、その機
関・団体で実施している支援以外の問い合わ
せが寄せられた場合には、法テラスのサポー
トダイヤル（コールセンター）や全国の地方
事務所を紹介してもらい、犯罪被害者等の
方々の問い合わせの内容に応じて適切な支援
窓口や犯罪被害者支援の経験や理解のある弁
護士の紹介などを行っている。

⑽ 臨床心理士による犯罪被害者等に対
する支援活動についての調査研究の実
施
文部科学省において、「臨床心理士の資質

向上に関する調査研究」を行い、報告書を取
りまとめた（P６０⑿「犯罪被害者等に関する
専門的知識・技能を有する臨床心理士の養成
等」参照）。

⑾ 虐待を受けた子どもの保護等に携わ
る者の研修の充実
厚生労働省において、児童虐待問題や非

行・暴力などの思春期問題に対応する第一線
の専門的援助者の研修を行う「日本虐待・思
春期問題情報研修センター（子どもの虹情報
研修センター）」における、児童相談所、児
童福祉施設、市町村職員、保健機関などの職
員を対象とする各種の専門研修に対する支援
を行い、これら職員の資質の向上を図ってい
る。

⑿ 民間の団体の研修に対する支援
警察・法務省・厚生労働省・国土交通省に
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　犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律第23条に基づき、犯罪被害等を早期に軽減するとともに、犯罪被害
者等が再び平穏な生活ができるよう支援するための事業を適正かつ確実に行うことができると認められる非営利法人を、当該法人の申出に
より、都道府県公安委員会が指定する制度
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犯罪被害者等早期援助団体
平成23年4月1日現在 39団体

【事業内容】
☆被害者等の支援に関する広報活動
及び啓発活動
☆犯罪被害等に関する相談
☆犯罪被害者等給付金の裁定の申請
補助
☆物品の供与又は貸与、役務の提供
その他の方法による被害者等の援
助

◎公的認証により社会的信用が高ま
り、被害者等が安心して援助を受
けられる
◎警察から被害者の氏名、住所等の
情報の提供を受けることができ、
能動的なアプローチができる

被害直後の早期支援

・被害者の氏名、
　連絡先等
・犯罪被害の概要 口頭

又は
書面

・被害者の手引の交付
・民間団体についての
　説明

警　察

被害者

特定公益増進法人（～平成25年12月）

公益社団法人（平成20年12月～）

認定特定非営利活動法人

平成23年4月1日現在 18団体

平成23年4月1日現在 2団体

平成23年4月1日現在 3団体

①

②
③

④

提供提供

提供提供

同意同意

・対応可能な曜日、時間帯
・対応可能な被害者の範囲
　（罪種・居住地域）
・提供可能な援助の種類等
についてあらかじめ通知

犯罪被害者等早期援助団体制度

提供：警察庁

おいて、研修に関する講師派遣や会場の借上
げなどの支援を行っている（P１０４⑸「民間

の団体への支援の充実」参照）。

３ 民間の団体に対する援助（基本法第２２条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 民間被害者支援団体に対する直接支
援業務の委託
警察において、民間被害者支援団体に対

し、公判出廷の付添い、病院などの手配など
の直接支援業務を委託している（民間被害者
支援団体に対する直接支援業務の委託に要す
る経費（国庫補助金）：平成２２年度 ５９百万
円、２３年度 ７６百万円）。


